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【はじめに】 

 

当会は、山梨県民信用組合が、地域の中小規模事業者や個人の皆様に対する資

金供給を担う重要な金融機関であるという認識のもと、地域の中小規模事業者

等に対する金融仲介機能をより一層発揮していくために、2009 年９月に当会の

資本増強支援を行うにあたり、財源面の支援として金融機能強化法を活用する

ことにより、山梨県民信用組合の財務基盤について更なる強化を図りました。 

こうした資本増強により、山梨県民信用組合が金融仲介機能の強化を図り、こ

れまで以上に地域の中小規模事業者や個人の皆様に対する信用供与の維持・拡

大と各種サービスの向上がなされるよう、信用組合業界の系統中央機関として、

「経営強化指導計画」に基づく強力な指導や人材派遣を含め、山梨県民信用組合

に対する全面的かつ万全な支援を行ってまいります。 
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１．経営指導の進捗状況 

（１）経営の改善の目標を達成するための方策への指導 

   経営改善の目標達成（各種リスク管理強化の状況、自己資本の充実を含む） 

のための方策については、経営強化計画に掲げる各種施策の実施により、財 

務・収益体質及び健全性の改善・安定化が図られるよう、所管部である信組 

支援部支援第二グループにおいて、モニタリング、ヒアリング等を通じ、施 

策の実施状況を的確に把握し、実効性の分析・評価を行い、当会の経営陣に 

報告しております。 

   山梨県民信用組合への指導・助言にあたっては、双方向での議論を進め、

着実な履行内容の確認、取り組みが不芳となった場合の要因分析を行って

おります。 

   また、当会の経営陣と山梨県民信用組合の経営陣との個別面談・協議によ 

る経営強化計画の検証と基本方針への指導・助言を行っております。 

   当会では、３か年の経営強化計画に対する各種サポートを含めたヒアリ 

ング・協議会を実施(2021 年４月から 2022 年５月末までに 21 回実施)し、

経営の改善に向けた指導を以下のとおり行ってまいりました。 

 

  ① 「収益力の強化」に対する指導 

   ａ．貸出増強による貸出金利息の確保 

     山梨県民信用組合では、経営方針や営業戦略を営業店職員に適切か

つ迅速に浸透させ、収益力の強化を図るための取組みの一環として、理

事長と営業店長による 1 オン 1 ミーティングや、理事長によるトップ

セールスの実施等を含め、役員が営業店の活動に対して積極的に関与・

サポートしており、職員のモチベーションアップを図ることで、営業力

の強化や営業活動の活性化を図っております。 

     2021 年度は、理事長と営業店長による 1 オン 1 ミーティングを原則

毎月実施したほか、理事長によるトップセールスを 147 先実施してお

ります。 

     また、新型コロナウイルス感染症の資金繰り支援を実施した先に対

しては、定期的なモニタリングを実施しており、その情報をデータベー

ス化したうえで、迅速な顧客対応を図っております。2021 年度は、比

較的コロナ禍の影響が少ない「不動産業」「建設業」等の特定業種、ま

た太陽光発電設備や賃貸物件向けの新規・借り換え案件の開拓を強化

していく方針とし、推進対象先を選定のうえ、営業店と法人融資第一

課・第二課が緊密に連携して集中的なアプローチを行うなど、積極的な

推進活動を実施いたしました。 

     なお、2021年 10月には、事業者の特定の資金使途を対象とした融資 

    商品「業種別特定使途支援融資」を開発し、第一弾として、「運送業者

の車両購入資金融資」の取扱いを開始したほか、年末から年度末にかけ

ての事業者の資金需要に迅速に対応するため、「事業性特別融資」の取

扱いを開始し、優良先への融資推進を実施いたしました。 
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   ｂ．本業支援の取組強化による資金ニーズの開拓 

     山梨県民信用組合では、新型コロナウイルス感染症の資金繰り支援 

先へのモニタリングについては、2,000先を超えるモニタリングシート 

を作成しており、情報をデータベース化したうえで、積極的な本業支援 

及び情報マッチングシステムを活用した事業者支援に取り組んでおり 

ます。2021年度は 26件のマッチングが成約となっております。 

     また、コロナ禍の事業再構築等の支援として、2020年 12月より「経

営改善サポート委員会」を設置し、取引先の経営改善に取り組んでおり

ますが、令和３年度は同委員会を２回開催し、14 先の事業者の支援策

を協議しております。併せて、2021 年５月には一層の事業者支援を展

開するため、山梨県中小企業診断士協会と連携協定を締結しており、中

小企業診断士と連携して、事業計画の妥当性等を検証のうえ、再構築補

助金の申請支援に適宜対応しております。令和 3年度は 38件の相談を

受け付け 22件の申請を行い、13件が採択されております。 

 

   c．目標管理・採算管理体制の強化 

     山梨県民信用組合では、2021 年４月より、山梨県内 5 つの経済圏域

を軸とした 7 つの営業エリアを新たに設定し、各エリアの地域性等を

加味した目標設定を行ったうえで、各営業店と本部が連携し、エリア目

標の達成を重点管理していく態勢としております。 

     また、収益目標を達成するため、事業計画を基に算出した「営業店別

収益目標額」を各営業店に配賦し、営業店別収益管理を実施しておりま

す。営業店では、年間収益目標の達成を目指して業務を遂行するととも

に、本部では、営業店別収益の状況把握、営業店への指導やサポート等、

営業店収益管理の実効性確保に取組んでおります。 

     なお、各営業店が予測する資金シナリオを基に店別の収益シミュレ 

ーションを実施し、この結果について個別店舗毎の乖離要因分析を行 

っており、こうした収益管理の状況についてはＡＬＭ委員会・ＡＬＭ 

部会に報告し、進捗状況を管理するとともに、各種会議において収益 

目標の未達要因の分析や改善策等を協議しております。 

 

     当会では、山梨県民信用組合の方針・施策に対する進捗状況を把握す 

るとともに、具体的な戦略の指示状況や実績に対する要因分析等を確 

認しております。 

     引き続き、新型コロナウイルス感染症の感染拡大やロシア・ウクライ  

ナ情勢の影響等を注視のうえ、地域の中小規模事業者への円滑な資金 

供給並びに、貸出金利息収入の確保が図られるよう指導・助言を行って 

まいります 

 

  ② 「将来を見据えた態勢整備」に対する指導 

   ａ．業務の見直しと効率化の推進 

     山梨県民信用組合では、IT 化推進による事務の効率化に向け、2021
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年度より、顧客とのコミュニケーション強化及び新型コロナウイルス

感染防止対策の一環として、ＴＶ会議システムを全営業店の窓口に設

置したほか、すべての渉外担当者が使用する渉外支援システム（タブレ

ット端末）にもＴＶ会議システムを搭載し、年々多様化するお客様から

のご相談について、スピード感ある対応が可能な体制を構築しており

ます。 

     また、相続相談に関しては、「相続窓口受付システム」を導入するこ

とで、これまで各営業店で個別に対応していた相続業務を本部にてリ

モートで対応できるよう体制を整備し、2021年 12月には本部に設置し

た相続相談窓口を「相続サポートセンター」に改称のうえ、10 万円超

の相続案件を全て本部集中対応といたしました。これにより、営業店は

原則 10 万円以下の僅少扱いの簡便な相続手続きのみ行うこととなり、

営業店窓口業務の大幅な省力化・効率化が図られております。 

     更には、事務の合理化の徹底に向け、「生産性向上 PT」を設置してお

り、営業店事務の合理化や効率化、システム化に取り組んでおります。

2021年 10月には、本部各部による外部へのデータ送信及び外部からの

データ受信をクラウド利用によるデータ授受に移行したほか、残高が

一定額以下の普通・貯蓄預金口座の解約手続きを印鑑不要とする簡略

化を実施し、事務の効率化と顧客利便性の向上を図っております。 

 

   b．組織、店舗戦略の見直し 

     山梨県民信用組合では、地域金融機関としてこれからも地域の事業

者や組合員の皆様を支援していくためには、本部組織、店舗体制の抜本

的な見直しが必要であるとの認識のもと、継続的に組織改革に取組ん

でおります。 

     店舗体制の見直しについては、2021 年度は６月に店舗建物の老朽化

が懸案事項であった御勅使支店を新築移転し、櫛形支店の店舗内店舗

である白根支店との合同店舗を開設しております。 

     また、８、９月には、北支店を本店、川上支店を長坂支店、身延支店

を鰍沢支店の店舗内店舗化し、各店舗建物を母店の有人出張所として

おります。更に、11 月には塩山支店の店舗内店舗である牧丘支店を塩

山支店に完全統合したほか、2022 年１月には、韮崎支店の店舗内店舗

である武川支店を韮崎支店に統合いたしました。 

     本部組織の見直しについては、2020 年４月に営業統括部内に法人融

資課を新たに設置し、７名の法人融資専担職員を配置のうえ、全営業エ

リアを対象に、機動力を活かした融資開拓活動を展開いたしました。こ

うした取組みを一層強化するため、2021 年４月より、法人融資課を法

人融資第一課と法人融資第二課の２課制とし、法人融資第一課の専担

職員は全営業エリアを対象、法人融資第二課の専担職員は各圏域の基

幹となる店舗に常駐させ、各圏域のお取引先企業へのきめ細かな訪問

活動を展開しております。 

     要員配置の適正化による営業力の強化については、信用組合の原点
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である「訪問（対面）営業」を徹底するとともに、お客様に対してきめ

細かな金融サービスを提供し、他行との差別化を図っていくための営

業戦力増強の方策の一つとして、女性職員やベテラン職員の活用推進・

戦力化に取組んでおります。令和 3年度末時点では、計 21名の女性管

理職を登用しているほか、専門的な知識やスキルを持つ定年再雇用の

嘱託職員５名を「嘱託エキスパート職」として管理職に再登用しており

ます。 

     また、2021 年８月には、新エリア内の各店舗間で基幹店長主導のも

と、機動的な職員の相互応援態勢を構築するため、「新エリア制におけ

る職員等の相互応援に関する内規」を制定しており、繁忙時や店舗人員

が不足した際の営業店間及び本部営業店間の応援体制を整備しており

ます。 

 

     当会では、「将来を見据えた態勢整備」に向けた取組状況と実効性に

ついて確認しており、今後も各種施策が着実に取り組まれるよう、指

導・助言を行ってまいります。 

 

  ③ 「信用リスク管理の強化」に対する指導 

   a．取引先実態把握の強化 

     コロナ禍により売上減少や入金遅延等が発生する取引先が増加する

中、山梨県民信用組合としては、安定した資金繰り・利益確保に向け、

取引先の固定費の削減や圧縮をどのように支援していくかが課題とな

っております。こうした課題に対応するため、日々のモニタリングによ

る取引先の実態把握と併せ、人件費削減を目的とした機械設備やシス

テム導入、小電力設備等のコストダウン商品を取り扱う取引先の情報

収集に取り組んでおり、ビジネスマッチング等を活用してコストダウ

ンを目指す取引先と同商品を取り扱う販売業者を仲介するなど、迅速

なサポート体制を整備しております。 

     また、モニタリングを通じて、経営改善の可能性が高いと認められる

取引先に対しては、外部機関・専門家との連携のもと、きめ細かな経営

改善支援及び早期事業再生支援に積極的に取り組んでおります。2021

年度は経営改善策の策定先として 103 先を選定するなど、積極的な支

援を実施しております。 

 

   b．自己査定の精度向上 

     山梨県民信用組合では、自己査定は債務者モニタリングの最たるも

のと捉え、実施頻度を増やすことで債務者区分の適正な評価と、これに

併せて信用コストの測定精度向上を図り、かつ当組合の財務諸表に与

える影響を適時に把握し、管理・統制していく態勢の整備に向け、2021

年度より、与信関連資産について、年２回であった査定を年４回に増加

しております。 

     また、職員の自己査定に関する知識向上・スキルアップに向け、2021
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年度は６月に研修を実施しております。 

 

   c．実質破綻先以下の回収の強化 

     山梨県民信用組合では、長期延滞先について個別に回収方針を策定

し、計画的かつ的確な対応を執り、延滞先からの回収に努めております。 

     また、延滞解消が見込まれ、経営改善等の意欲が強い先につきまして

は、経営改善計画策定を支援するなど、事業再生に向けた支援に取組ん

でおります。 

     2020 年度までの 3 か年に亘る集中的かつ抜本的な不良債権処理が終

了し、2021 年度からは実質破綻先・破綻先の小口債務者の整理・回収

を進めております。具体的には、バルクセールによる計画的な不良債権

処理を３回実施したほか、９月には再生目線の債権売却を実施してお

ります。 

 

     当会では、信用リスク管理の強化に係る取組状況については、「経営

改革協議会」を通じて具体策の検討・実践を指導しております。 

     今後も、引き続き、新型コロナウイルス感染症の感染拡大やロシア・

ウクライナ情勢の影響等による信用コストの高まりが懸念されるため、

引き続き、密接な連携のもと、不良債権及び信用コストの削減が着実に

図られるよう指導・関与を強化してまいります。 

 

④ 「ネットワークの活用強化」に対する指導 

   ａ．関係機関との連携強化 

     山梨県民信用組合では、地域社会の発展と経済の活性化により一層 

貢献することを目的として、都留信用組合と「連携に関する協定」を締 

結しております。これまでに地域のイベントに合同で参加したほか、業 

務に関する情報交換や検討会の実施、一部業務の代行等の相互連携を 

開始しており、日本銀行での損傷現金引換え業務を受託するなど、更な 

る連携強化に向けて取組んでおります。 

     また、2021 年５月には長野県信用組合と取引先のマッチングに関し

て、WEB会議による意見交換会を２回開催したほか、山梨県中小企業診

断士協会との間で、県内中小企業の本業支援・事業再構築支援のための

具体的連携・協力体制構築に向けた「中小企業・小規模事業者の支援に

係る相互連携協定」を締結しております。 

     更には、豪雨や地震などの災害に伴う停電などにより、店舗機能が停 

止する事態も想定されることから、災害時でも金融業務を維持すると 

ともに、店舗戦略の見直しに伴い統合された店舗周辺のお客様の利便 

性を維持するため、「ＡＴＭ機能搭載移動金融車」を導入し、臨時窓口 

や店外ＡＴＭとして活用しております。 

     この他、山梨県から県内農業の現状と今後の動向、林業を取り巻く環 

境、県産材普及に向けた施策についての情報共有を受け、県産材の普及 

に向けたＰＲ活動を実施するとともに、山梨県ウッドチェンジネット 
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ワーク運営委員会に参加したほか、2022年４月には愛知県中央信組と 

店舗戦略の見直し等に係る意見交換会を開催するなど、連携を深めて 

おります。 

 

   ｂ．メディアの有効活用 

     山梨県民信用組合では、協同組織金融機関の役割や地域貢献のため 

の取組みに関して、マスメディアに積極的にＰＲしていくことで、イメ 

ージ向上を図り、顧客からの信頼度を高めるとともに、新たな顧客の獲 

得等、収益力の増強に取組んでおります。 

     山梨県民信用組合の取り組みは地元新聞社をはじめとしたマスメデ

ィアにも取り上げられており、2021年４月には SDGｓ宣言、７月には組

合情報誌「ぱーとなーず」における飲食店紹介、ランチデー（地元飲食

店からテイクアウト弁当を購入する支援）、９月にはしんくみの日週刊

の清掃活動への取り組み、2022 年３月には県産材循環利用促進への取

組み等が各媒体に掲載されております。 

 

当会では、ネットワーク活用強化に向けた各種施策の取組状況や進

捗について検証を行っており、更なる活用強化に向け、今後も必要か

つ十分な取り組みが計画的に実施されるよう指導・助言を行ってまい

ります。 

 

  ⑤ 「自己資本の充実」に対する指導 

   a．新規融資先開拓や新店舗出店（移転）を活用した出資金増強活動 

     山梨県民信用組合では、2020年 11月より預入年数に応じて金利が優 

遇される「けんみん信組組合員向け定期預金」の取扱いを開始し、普通 

出資金の増強を図っております（2021年度の定期預金獲得実績：2,961 

百万円、加入出資金：6,185千円）。 

     また、既存の融資先に加え、新規融資先に対しても積極的に普通出資 

金の増強に向けた活動を実施しているほか、2021年 6月には、「御勅使 

支店・白根支店合同店舗」を開設しており、これに併せて、「けんみん 

信組組合員向け定期預金」を活用した記念商品の取扱いを開始し、積極 

的な普通出資金の増強活動を展開しております。 

     更に、同じく 6月には、本部組織横断的な自己資本管理チームを設 

置し、普通出資金の脱退予定を把握するとともに、新規加入促進を図っ 

ております。 

 

   b．大口出資金の整理と対応 

     山梨県民信用組合では、大口出資先への対応として、現状維持を基 

本としつつ、全部脱退及び一部脱退の申し出には真摯な対応を行ってお 

ります。 

     今後も引き続き、取引先の経営改善計画に伴う出資金の減少等を含 

めて、自己資本管理チームが状況を把握し、自己資本管理に徹底して取 
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組むことで計画的な整理を促進してまいります。 

     また、出資金譲渡対応につきましては、適正な出資割合を考慮した選 

定を行い、自己資本の充実に努めてまいります。 

 

当会では、これらの取り組みを検証し「自己資本の充実」向けた取

組状況と実効性について確認しており、今後も各種施策が着実に取り

組まれるよう、指導・助言を行ってまいります。 

 

（２）従前の経営体制の見直しその他責任ある経営体制の確立に関する事項へ

の指導 

① 経営体制確立に向けてのサポート 

当会では、山梨県民信用組合の責任ある経営体制の確立に向け、常勤役

員(理事長・専務理事)等の派遣を継続するとともに、山梨県民信用組合の

役員や重要施策を担う所管部署長等との面談や監査機構監査等を通じて、

ガバナンスやリスク管理態勢の強化に向けた指導・助言を行っておりま

す。 

なお、３か年の経営強化指導計画に対する各種サポートを含めたヒア

リング・協議会等を実施（2021 年４月から 2022 年５月末までに 21 回実

施）しており、今後も継続的に取り組むことで、体制強化に向けた対応を

進めてまいります。 

 

② 「経営諮問会議」へのサポート 

山梨県民信用組合では、ガバナンス強化や経営の客観性・透明性の向上

を図るため、山梨県内の有識者を構成メンバーとして「経営諮問会議」を

設置し、2010年 12月の初回開催以降、2022年５月末までに 23回開催い

たしました。 

 

当会は、同会議にオブザーバーとして出席するなど、委員の提言に対す

る組合の対応状況を確認しておりますほか、有識者（委員）の招聘をサポ

ートしております。 

今後も委員の提言に対する組合の対応状況を確認し、不十分と思われ

る事項がある場合は、指導・助言してまいります。 

 

（３）中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化、その他地域経済の活性化に

資する方策への指導 

山梨県民信用組合では、中小規模の事業者に対する信用供与の円滑化と地

域経済の活性化に資するため、経営強化計画において、「中小規模事業者向

けの貸出残高」及び「同貸出比率」並びに「経営改善支援等取組率」の数値

目標を定めております。 

また、経営強化計画に掲げた施策を着実に実践するため、目指すべき方向

性や目標、本部の取組方針を明確にするとともに、営業店が取り組むべき施

策を明示し、中小規模事業者向け貸出の増強や経営改善支援等に取り組んで
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まいりました。 

そうした中、山梨県民信用組合では、コロナ禍、アフターコロナを踏まえ

た貸出推進策として、コロナ融資による取引先支援のほか、2020年度下期よ

りコロナウイルス感染拡大の影響が比較的少ない業種を選定のうえ、重点的

に融資推進を図ってまいりました。こうした取組みにより、2021年度におけ

る毎月の貸出金新規実行は計画した 20 億円を上回る水準を維持しておりま

す。 

その結果、2022年３月期の実績につきましては、「中小規模事業者向け貸

出残高」は計画を 2,500百万円、計画始期を 2,525百万円上回り、計画を達

成しております。また、「中小規模事業者向け貸出比率」につきましては、

公金預金の増加等により預金が増加し、分母の総資産が計画を大きく上回っ

たこと等により、計画に対しては 0.40Pの未達となりましたが、始期の水準

は 0.39P上回っております。 

また、「経営改善支援等取組率」につきましては、経営相談・助言や担保・

保証に過度に依存しない融資推進などに積極的に取り組んだ結果、2022 年

３月期における経営改善支援等取組率は計画及び計画始期の水準を上回っ

ております。 

 

当会では、山梨県民信用組合による中小規模の事業者に対する信用供与

の円滑化と地域経済の活性化に資するため、各施策の実施状況及び実績を確

認するとともに、他信用組合の成功事例の提供などを通じて、これまで以上

に円滑な資金供給や充実した金融サービスの提供が図られるよう指導・助言

を行っております。 

今後も更なる取り組みの充実に向け、各施策の進捗状況の確認を継続す

るとともに、各種ヒアリングを通じた課題・問題点の把握と改善に向けた提

言を実施してまいります。 

 

【中小規模事業者向け貸出等実績】          （単位：百万円、％） 

 2021/3期 

実績 

（計画始期） 

2022/３期 

計画 実績 対計画比 対始期比 

中小規模事業者

向け貸出残高 
117,684 117,709 120,209 2,500 2,525 

中小規模事業者

向け貸出比率 
27.49 28.28 27.88 △0.40 0.39 

支援取組率 8.44 8.56 9.91 1.35 1.47 

 

２．経営指導体制の強化の進捗状況 

当会では、公的資金を活用した資本支援先の事後管理に係る所管部署を信

組支援部支援第二グループ（グループ長以下４名）とし、本部各部や山梨県
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民信用組合の管轄営業店である本店営業第二部と連携して、ヒアリング、モ

ニタリングやきめ細かな指導・助言を行っております。 

加えて、信用組合に対するＡＬＭ、リスク管理を含めた有価証券運用、収

益力強化へのサポートとして、専門職員と連携した「信組サポート本部」に

より、更なる経営指導・支援体制の強化に取り組んでおります。 

今後につきましても、各種ヒアリングの実施とともに、山梨県民信用組合

から定期的に提出を受ける報告・資料の分析等を中心に、経営内容の把握、

指導・助言を行ってまいりますとともに、分析手法の精緻化、他金融機関の

成功事例の研究などを進め、引き続き、経営指導の充実・強化に努めてまい

ります。 

 

３．経営指導のための施策の進捗状況 

（１）経営強化計画の進捗管理 

   当会は、2022年６月に山梨県民信用組合より経営強化計画履行状況報告

（2022年３月末基準）の提出を受け、同報告書を精査し、計画の進捗状況

等について把握・分析を行い、国に提出いたしました。 

   山梨県民信用組合は、経営強化計画に掲げた主要施策については、概ね

計画通りに取り組まれているものと認識しております。 

 

   経営の改善に係る数値目標である「コア業務純益」及び「業務粗利益経

費率」につきましては、ともに計画を達成しております。 

 

【コア業務純益等実績】                 （単位：百万円、％） 

 2021/3期 

実績 

（計画始期） 

2022/３期 

計画 実績 対計画比 対始期比 

コア業務純益 759 646 887 241 128 

業務粗利益 

経費率 
70.07 67.34 60.20 △7.14 △9.87 

 

 

   また、中小規模事業者への信用供与の円滑化を図るための数値目標であ

る「中小規模事業者向け貸出残高」及び「同貸出比率」につきましては、

貸出残高は計画及び計画始期の水準を上回り計画を達成し、貸出比率につ

きましては、計画は未達となりましたが始期の水準は上回りました。 

 

   なお、地域経済の活性化を図るための数値目標である地域企業に対する 

「経営改善支援等取組率」につきましては、計画及び計画始期の水準を上 

回り、達成いたしました。 
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当会では、各種ヒアリングに加え、定期的に開催する「経営改革協議

会」において、生産性向上による収益力強化や資産健全化の推進に係る指

導・関与を強化しております。 

引き続き、「経営改革協議会」等を通じて、共通した課題認識の醸成及び

具体的な改善策の検討、実効性ある施策実施に繋げていくための時宜を得

た指導・助言を実施し、山梨県民信用組合の取り組みを全面的にサポート

してまいります。 

 

（２）モニタリング、ヒアリング 

① オフサイト・モニタリング 

当会は、山梨県民信用組合から定期的（日次、月次、半期、年次）に

経営状況やリスク管理状況に関する各種データの提出を受け、状況把握

に努めるとともに、当会の各部署や関係機関との連携を図りながら、計

画の達成に向けた指導・助言を行っております。 

具体的には、日次で組合の預金、貸出金の推移や現金、預け金等の状

況を把握するとともに、流動性の状況を検証しております。 

有価証券運用については、山梨県民信用組合からの照会に対し当会の

運用専門担当者が商品の特徴やリスクについてアドバイスしているほ

か、月次では、有価証券の種類別・保有区分別のポートフォリオを把握

し、リスクの状況等について検証しております。 

また、半期ごとに大口先や業種別の与信状況を把握し、金額の推移、

保全やポートフォリオの状況等について検証を行っております。 

このほか、マイナス金利政策、コロナ禍の影響を踏まえた収益の見通し

について、随時、情報提供しております。 

当会では、引き続き、山梨県民信用組合における課題・問題点の早期

発見と適切な対応を図るべく、定期的に経営状況、リスク管理状況に関

する各種資料の提出を受けるとともに、所管部署別ヒアリングや「出向

者協議会」及び「経営改革協議会」を通じた、より深度ある実態把握や

対策の立案、遂行、事後管理に基づく時宜に応じた適切な指導・助言等

を行ってまいります。 

 

② 協議、ヒアリング 

当会では、定量的な経営状況把握（オフサイト・モニタリング）では

掴みきれない経営上の課題・問題点等を定期的・階層別のヒアリング等

の実施により把握し、適切な指導・助言を行うことにより計画の達成に

向けた各種取り組みをサポートしております。 

 

ａ．トップとの協議 

理事長をはじめとした当会の経営陣による山梨県民信用組合の経営

陣との個別面談・協議を通じ、経営強化計画の検証や、基本方針に係

る指導・助言を行っており、2021年４月から 2022年５月末までに 13

回実施し、山梨県民信用組合の課題に対する経営陣の認識及び改善策
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について協議を行い、収益力強化と資産健全化に向けた抜本的な経営

改革の実行について指導いたしました。 

 

ｂ．定期ヒアリング 

定期的または随時、当会役員又は指導専担部署によるヒアリング

（経営改革協議会を含む）を行い、経営強化計画の推進体制、進捗状

況及び経営状況に関するヒアリングを実施し、現状の把握、問題点の

共有化を行っており、2021年４月から 2022年５月末までに 18回実施

しております。 

 

ｃ．所管部署別ヒアリング 

定期ヒアリング時に経営強化計画の主要施策（改善効果・目標の大

きい施策）を担う所管部署別にヒアリングを行い、よりきめ細かな施

策の履行・実効性確保の検証強化を図るとともに、対象範囲が絞られ

たヒアリングの実施により、一層の深度ある検証・指導体制を強化し

ております。 

 

ｄ．監査機構監査のフォローアップヒアリング 

当会では、監査機構監査の検証結果に係る山梨県民信用組合の対応

状況につきまして、定期的な報告や管理資料及び所管部署別ヒアリン

グ等の機会を通じた継続的な確認を実施し、未解消課題に対する指

導・助言の強化を図っております。 

これにより、監査機構監査時やヒアリング時等の時点対応に留まる

ことのない、継続的に検証する体制を構築しております。 

なお、2021年度は 12月に監査機構監査を実施し、当該監査結果に

ついて検証を行い、改善に向けたアドバイスを行っております。 

 

③ 出向者協議会 

当会からの出向者と指導専担部署が適時に会合を開き、より深度ある

現状把握・分析の実施と、施策の結果が捗々しくない場合の迅速かつ実

情に応じた適切な対応を協議・指示するとともに、各種ヒアリングを通

じて行った当会からの指導・助言内容の徹底が図られていることを確認

することで、計画の実効性向上に努めております。 

今後につきましても、出向者との情報交換や意見交換を行うなかで、

深度ある実態把握を行い、施策の詳細な内容について、繰り返し指導・

助言を行ってまいります。 

 

（３）経営改革協議会 

経営強化計画に掲げる事項のみならず、山梨県民信用組合の経営改革に

係る取り組みの全般に亘り、これを早期かつ円滑に実現させ、安定的な収

益体質の確立をサポートするため、当会と山梨県民信用組合との間に協議
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会を設置し、これまで以上に密接な連携のもと、指導・関与を強化してお

ります。 

2021年４月から 2022年５月末までに、山梨県民信用組合の経営陣等と

の「経営改革協議会」を 13回開催し、生産性の向上や不良債権の削減に係

る具体策等について協議いたしました。 

今後につきましても、協議の更なる充実化を図り、抜本的な経営改革の

実現に向けた指導・サポートを行ってまいります。 

 

（４）監査機構による検証・指導 

当会では、山梨県民信用組合に対し、年１回、監査機構による監査を実

施することとしております。 

2021年度におきましては、12月に監査機構監査を実施し、当監査にお

いて、資産状況の確認や各種リスク管理・内部監査態勢、コロナ禍の影響

等の検証を通じて、融資審査・事後管理の更なる充実や各種リスクの低

減・管理強化に向けた枠組みの構築・改善等の助言を行っております。 

今後も引き続き、当該監査を通じ、山梨県民信用組合の経営実態の詳細

な把握を行うとともに、経営改善に向けたアドバイスを行ってまいりま

す。 

 

（５）計画達成に必要な措置 

① 人的支援の実施 

当会からの人的支援の実施につきましては、役員(理事長・専務理事)

の派遣を継続しております。 

 

② 事業再生支援へのサポート 

ａ．各関係団体との連携強化 

中小規模の事業者の事業再生及び地域経済の活性化に資するため、

当会は各関係団体と連携し、山梨県民信用組合の取り組みの充実に向

けた支援を実施しております。 

 

ｂ．取引先の販路拡大へのサポート 

山梨県民信用組合からの相談に応じ、取引先の販路開拓等に関する

他の信用組合の取組事例等の提供やビジネスマッチングへの参加斡旋

等、山梨県民信用組合の取引先の販路拡大・事業再生に向けた取り組

みをサポートしております。 

また、地域の中小規模事業者の資本性資金のニーズや販路開拓等の

支援策として、クラウドファンディングを運営する外部企業と提携し

ており、2021年 10月より提携事業者を変更のうえ、「MOTTAINAIみら

い（旧 MOTTAINAIもっと）」を立ち上げております。 

当会では、引き続き、山梨県民信用組合の取引先の販路拡大に資す

るようサポートを行ってまいります。 
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なお、新型コロナウイルス感染症の影響により昨年度の開催を見合

わせた「しんくみ食のビジネスマッチング展」につきましては、2021

年 10月～11月にかけてオンライン形式の商談会を開催し、取引先の

販路拡大支援に取り組んでおります。 

 

ｃ．しんくみリカバリの活用 

当会では、信用組合業界の企業再生ファンドである「しんくみリカ

バリ」を活用し、山梨県民信用組合の取引先の再生支援に向けての取

り組みをサポートしており、2022年５月末現在、「しんくみリカバ

リ」の活用により１先の抜本的な事業再生を支援しております。 

今後も引き続き、「しんくみリカバリ」の活用に向けた取り組みを

サポートしてまいります。 

 

   ｄ．中小・小規模事業者向け資金の調達へのサポート 

     当会では、中小・小規模事業者の資金需要に応じることを目的とし

た、日本銀行の「新型コロナウイルス感染症対応金融支援特別オペレ

ーション」を活用し、信用組合向け融資商品「新型コロナウイルス対

応特別融資」を取り扱っております。 

     当商品の提供を通じて、組合が円滑に中小・小規模事業者の資金需

要に応じることができるようサポートしております。 

 

③ 資金運用サポートの実施 

山梨県民信用組合の資金運用をサポートするため、運用方針・計画の

策定について指導・助言を実施するほか、個別銘柄の購入・売却等にあ

たり随時相談に応じております。 

また、必要に応じてＡＬＭにかかるデータの整備や運営に関する指

導・助言の他、資金運用に係るトレーニーの受入等を実施し、リスク管

理態勢及び人材育成の強化をサポートしております。 

加えて、当会資金運用部及び信用組合部が中心となって 2021年７月

にはクレジット投資に係る勉強会、2022年３月には資金運用会議を開催

し、クレジット投資におけるリスク管理、マーケット動向、当会の運用

状況・方針等について説明、意見交換を実施しております。  
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 【当会による主なサポート一覧（2021年度以降）】 

取組施策 実施時期 

 

【人的サポート】 

 ○当会からの人材派遣(継続) 

 

【資金運用サポート】 

○有価証券運用方針策定等に係るアドバイス 

 

○クレジット投資に係る勉強会 

○資金運用会議 

 

 

 

2021年４月 

 

 

2021年５月 

2022年４月 

2021年７月 

2022年３月 

 

 

以 上 

 


